
国土強靱化 民間の取組事例 285   顧客を守る 

ビジネスにつなげる！ ▶顧客を守る 13レジリエンスに特化した商品やサービスをつくっている例 

285 様々な避難所情報を集約した全国避難所データベースの構築 
取組主体 法人番号 事業者の種類（業種） 実施地域 

株式会社ゼンリンデータコム 3010401088779 その他防災関連事業者 
（情報通信業） 

東京都 

1 取組の概要 

 全国の避難所情報をまとめたデータを提供 

 国内最大のデジタル地図提供事業社である株式会社ゼン

リンデータコムは、株式会社電通、株式会社レスキューナ

ウと協業し、平成 26年 12月より「正確性」「更新性」「網

羅性」「利便性」「多言語化」を確保した全国約 15万件の

「全国避難所データ」を提供している。 

 避難所という特性上、自治体主導で進められてきた避難所

情報の収集を、情報項目の共通化を図るとともに、オープ

ンデータの活用等により、民間による取組として事業化し

た。 

 

2 取組の特徴（特色、はじめたきっかけ、狙い、工夫した点、苦労した点） 

 避難所情報を精度高く地図に反映 

 同社では、株式会社電通と協業した Lifeline（安否確認及び

避難支援ナビ機能搭載）アプリの展開を行う中で、信頼に

足りうる全国避難所データの必要性を感じ、同社が保有す

る住宅地図の位置情報を活用しがら、その整備を行った。

企画や仕様の策定にあたっては電通と、避難所情報の調査

にあたっては危機管理発信サービスでの実績がある株式会

社レスキューナウと連携して事業を実施している。 

 調査にあたっては、全国自治体のホームページから避難所情報を取得している。また住宅地図・

航空写真・専門サイトを用いつつ、精度の高い座標と標高情報を付与している。これにより、学

校や大規模公園、河川敷に指定されている避難所等、ピンポイント住所のない場所に対しても、

自動車等でのナビゲーション用途でも活用できる座標付与を実施した。 

 自治体や県・ナビメーカー等、ゼンリン地図を用いる民間事業者が利用しやすいよう配慮し、

クラウド接続を想定した API提供のみならず、CSVフォーマットでの提供も実施している。 

 

 

▲同社の地図採用実績の例 

▲３社による運用イメージ図 
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データの更新を重視し、常に鮮度の高い情報を 

 「全国避難所データ」は、精度の高い避難所位置と情報鮮度の両立を追及している。このため、

平成 25年 6月 14日に実施された災害対策基本法の改正における避難所区分と名称を、住宅地

図と同等の位置精度で反映するなど、年複数回のデータの更新と見直しを実施している。これ

により、被害想定の見直しに伴う新たな避難所の設定等、全市区町村の避難所データの変更に

も対応している。 

 同社では、公益性の高い事業者に対しては、無償でデータを提供する一方、情報更新に係る協

力を求めており、このことが地図サービスそのものの更新鮮度向上に寄与している。たとえば

FNN（フジニュースネットワーク）での採用事例では、それぞれの避難所情報ページに「※も

し避難所の情報に不備や誤り等を見つけたら…お手数ですが、こちらのフォームよりお知らせ

ください。」といった情報収集窓口を設け、自治体や住民等から FNN を経由し、更新情報を受

ける仕組となっている。 

 

3 取組の平時における利活用の状況 

 避難所データを ATM やコンビニ等日常的な場面でも表示し、

避難所の周知の活用 

 行政による対住民向け避難誘導のみならず、例えば銀行

ATM、コンビニエンスストアおよび宿泊施設でも避難所デ

ータを表記し、来店者、旅行者および出張者等、帰宅困難

者になりうる来訪者への避難所の周知として多様な場面で

他の民間企業等に活用されている。 

 

4 取組の国土強靱化の推進への効果 

  「正確性」「更新性」「網羅性」「利便性」「多言語化」を全て兼ね備えた避難所データを、Lアラ

ートに実装し、かつ、マスメディア各社に情報流通されることによって、災害時に利用者が共

通の情報を基に避難行動をとれることに繋がることが期待できる。 

 同社の地図データの更新では、座標の目視補正等を行っており、住所情報だけでは判別できな

い、学校グラウンド、学校体育館、河川敷等避難所となりうる場所の座標情報を正確に情報発

信できる。 

 

5 防災・減災以外の効果 

  鮮度の高い避難所データの蓄積により、提供コンテンツの一つとして、銀行 ATM、コンビニエ

ンスストアおよび宿泊施設等避難所に関わる情報を必要とする事業に対してデータの販売を行

うことが出来るなど、新しい事業の創出につながっている。 

▲データベースの活用 
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6 現状の課題・今後の展開など  

  基礎データは完成し、永続的に運用するための情報リソースを確保し続けるフェーズに入って

いる。利用シーンが多様化することに、顧客より避難所データの属性拡張（例えば避難所施設

の複数出入口の情報付与、施設内の AED有無等）を求められている。そうした展開のための原

資確保を目的に、避難所データを含めたオープンデータを活用するソリューションを開発し、

利用促進を図る活動を行う予定である。 

 平成 32 年に向けて増加傾向にあるインバウンド外国人向けの情報提供も見据え、英語、中国

語、韓国語を現状完備、将来的に他言語での提供も検討している。 

 

7 周囲の声 

  行政としては、まだ同データの活用は検討中の段階であるが、同データが民間事業者間で活用

されることで、市民が災害時に必要な情報の発信チャンネルを得ることは行政としても有難い。

（地方公共団体） 
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